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令和７年度 檜山振興局管内 普通交付税の決定について
 

　　　　　　　　　　　　　                         　令和７年７月29日（火） 
北海道檜山振興局地域創生部地域政策課　 

 
　令和７年度の普通交付税が本日決定されました。その概要は次のとおりです。

 

　普通交付税交付決定額〔檜山管内〕　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円、％) 

 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率 町　名
ａ ｂ ｃ(ａ－ｂ) (ｃ／ｂ×100)

江 差 町 2,539,074 2,500,166 38,908 1.6 

上 ノ国町 2,693,863 2,738,575 ▲44,712 ▲1.6 

厚沢部町 2,470,575 2,459,012 11,563 0.5 

乙 部 町 2,108,394 2,084,394 24,000 1.2 

奥 尻 町 2,056,915 2,059,176 ▲2,261 ▲0.1 

今 金 町 3,023,855 2,890,661 133,194 4.6 

せたな町 4,646,196 4,603,414 42,782 0.9 

管 内 計 19,538,872 19,335,398 203,474 1.1 

     (注) 令和６年度は普通交付税の当初決定額と臨時財政対策債発行可能額を合算した額（実質的な普通交付税の額）。 
 
　  ＜主な特徴＞ 

　　 　管内の普通交付税の総額は、195億39百万円となり、前年度の実質的な普通交付税の額（臨時財政 

　  対策債発行可能額を含む）に比べて2億3百万円（1.1％）の増となった。 

　　  増加の主な要因としては、地方公務員の給与改定に要する経費などが算定された結果、基準財政需

　  要額が前年度に比べて3億49百万円増加したものであり、各町における対前年度の主な増減要因は次 

　　のとおりとなっている。 

町　名 主　  な　  増　  減　  要　  因

江 差 町 地域振興費の増に伴う交付税の増、包括算定経費の増に伴う交付税の増

上ノ国町 過疎対策事業債償還費の増に伴う交付税の増、固定資産税（償却資産）の増に伴う交付税の減

厚沢部町 包括算定経費の増に伴う交付税の増、固定資産税（償却資産）の増に伴う交付税の減

乙 部 町 包括算定経費の増に伴う交付税の増、過疎対策事業債償還費の増に伴う交付税の増

奥 尻 町 包括算定経費の増に伴う交付税の増、辺地対策事業債償還費の減に伴う交付税の減

今 金 町 地域振興費の増に伴う交付税の増、過疎対策事業債償還費の増に伴う交付税の増

せたな町 地域振興費の増に伴う交付税の増、固定資産税（償却資産）の減に伴う交付税の増

 

　 【参考】道内及び全国市町村の決定額　　　　　　　　　　　     　  （単位：百万円、％）　  

     令和７年度 令和６年度 増減額 増減率 

    
区　分

ａ ｂ ｃ(ａ－ｂ) (ｃ／ｂ×100)

道
 札幌市 149,270 152,516 ▲3,246 ▲2.1 

 都　市（34市） 319,518 315,730 3,788 1.2 

内 町　村（143町村） 400,233 392,681 7,552 1.9 

計 869,021 860,927 8,094 0.9 

全 総　　　　計 17,819,788 18,001,451 ▲181,663 ▲1.0 

国 うち市町村分 8,547,545 8,528,977 18,568 0.2 

      (注)１　端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある。 
　２　泊村は不交付団体となっている。


